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1 研究背景 

日本における外国人数は、一貫して増加傾向が続いており、特に 1980 年代後半以降その増加傾向
が大きい。2020 年には約 289 万人に達し 1990 年と比較してその数は 2.6 倍となったが、この間日本
人はこの外国人数の増加をどのように捉えているのか。それを知るデータの一つとして、大阪商業大
学 JGSS センターが 2000 年から毎年実施している社会調査のなかに、外国人増加の賛否に関する質
問項目がある。その結果によれば、この間常に賛成と反対が概ね 4 対６で拮抗している。 

一方、ヘイトスピーチのような外国人に対する中傷が社会問題となり、2016 年にはヘイトスピー
チ解消法が施行されている。今後の外国人数の増加を見据え、排外意識を抑制する取り組みがますま
す重要になってくる。 
2 理論的枠組み「接触仮説」と課題設定 

日本における外国人に対する排外意識に関する先行研究は、経済不安定仮説、集団脅威仮説、接触
仮説、社会関係、メディア影響仮説、東アジア地政学仮説、在日コリアンへの偏見などさまざまな理
論的枠組みで研究がなされている(永吉、2017)。これらの理論的枠組みの多くが排外意識の高揚に関
するなか、唯一接触仮説のみが排外意識の抑制に関することである。 

この接触仮説は、G.W.オルポートによって提唱され、「社会的及び制度的支持」、「知悉可能性」、「対
等性」、「協同」という４つ条件を満たす接触経験は偏見低減につながるという仮説(R.ブラウン、1999)
として、多くの先行研究で偏見低減を排外意識の抑制と読み替えて支持されている。なお、接触経験
には、「見かける」や「あいさつ」、地域、学校、職場等で一緒になるといった個人の主体性が入りに
くい受動的接触、国際交流事業に参加する、国際結婚をするといった個人の主体性が入る能動的接触
などさまざまな形態がある（大槻、2006 他）。 

一方、全国の都道府県は、1990 年前後に地域の国際交流の拠点として国際交流協会（以下、「協会」
という）を設立した。この協会が実施する国際交流事業に参加することは、「社会的及び制度的支持」
のもとでの能動的接触経験と読み替えることができる。 

よって、本研究は日本人の排外意識の抑制に関わり、協会が地域社会に国際交流事業を提供するこ
との意義と課題について、国際交流事業の専門家かつ実践者であり、さらに長期的スパンで国際交流
事業の全体的傾向をみることのできる協会へのアンケート調査やインタビュー調査により明らかに
することを目的とする。 
3 研究方法 
 2020 年 11 月～2021 年 5 月にかけて、全国の協会に対しアンケート調査(33 か所、回収率 71.7%)
及びインタビュー調査(13 人)を行い、その結果について、クロス分析及び 1990 年から現在まで福島



県の協会に在籍している筆者の実践者としての経験に基づき考察した。なお、研究対象期間は多くの
が設立された 1990 年から現在の 2020 年までとした。 
4 研究結果 

まず、国際交流事業における接触仮説の条件と偏見低減についてみてみる。各協会の主な国際交流
事業（計 139 事業）における接触仮説の 3 条件（「社会的及び制度的支持」を除く）の実施程度は、
「行われた」と「やや行われた」の合計が最も高かった条件は、「知悉可能性」(9 割)で、それに「協
同」(8 割)、「対等性」(6 割)が続いた。また、偏見低減につながったと「そう思う」もしくは「やや
そう思う」事業数は、全体の 8 割を占めた。一方、偏見低減には必ずしも接触経験が必須とは考えて
いないこともわかった。なお、国際交流事業における偏見低減と接触仮説の 4 条件との関連性につい
ては、はっきりとした結論は出せなかった。しかし、偏見低減につながるより良い接触経験には、接
触仮説の 3 条件だけでなく、外国人との接触経験をつうじて湧き出てくる「感情の共有」という内面
的なことも重要であると考えていることがわかった。 

次に、地域住民の接触経験と偏見の傾向についてみてみる。「2000 年から 2020 年まで」と「今後
の 10 年」とともに、「見かける」、「あいさつ」、「受動的接触」、「能動的接触」のいずれの形態におい
ても 8 割以上の協会が「増加傾向」と回答した。偏見の傾向については、「2000 年から 2020 年まで」
と「今後の 10 年」のいずれも、4 割の協会が「減少傾向」と回答し、一方、「増加傾向」は 1 割以下
であった。 

最後に、「2015 年度から 2019 年度」における国際交流事業の予算は、9 割の協会で「横ばい」また
は「減少傾向」であった。しかも外国人人口比率が高い都道府県の協会ほどその傾向は顕著であった。 
5 結論 

地域に外国人が増えれば、外国人との接触経験は増える。その接触が良好な接触経験でなければ、
排外意識の高揚につながる可能性は高い。そのようななか、協会はこれまで国際交流事業の実施とい
う形で、地域住民に対し意図的に良好な接触経験の機会を提供してきた。そして、協会はこのことを
つうじて、日本人の異文化理解が進み、結果的には 8 割の国際交流事業が偏見の低減につながったと
認識している。この認識は国際交流の専門家かつ実践者である協会の、これまで参加した多くの日本
人の意識や行動の変容の全体的傾向に基づいた判断であり、そこにはある一定の説得力を持つ。 

以上のことから、協会が地域社会に国際交流事業を提供してきたことは、排外意識の抑制に対して
一定の貢献を果たしてきたと言っていいだろう。一方で、協会の国際交流事業は、さまざまな内的・
外的要因により減少傾向にある。そのようななか、国際交流事業の意義を、異文化理解の枠を超え外
国人受入れ社会における排外意識の抑制という社会的意義として捉え、地域において国際交流事業を
より一層活発化していくことの必要性も課題として明らかにした。 
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